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１ 業務継続計画策定の目的 

市内で新型インフルエンザ等の感染者が発生し、市職員若しくはその家族の感染又は学校や保

育所等の閉鎖による家族の保護などにより、全職員の概ね４０％が登庁不可能となった場合、行

政として確保すべき業務を維持するため、下松市新型インフルエンザ等業務継続計画（以下、「業

務継続計画」という。）を策定する。 

☆新型インフルエンザ等とは…新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成２４年法律第３１

号）第２条第１号に規定する感染症をいう。 

『新型インフルエンザ等対策特別措置法（抜粋）』 

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

一 新型インフルエンザ等 感染症法第六条第七項に規定する新型インフルエンザ等感

染症（第六条第二項第二号イ及び第十四条において単に「新型インフルエンザ等感染症」

という。）、感染症法第六条第八項に規定する指定感染症（第十四条の報告に係るもの

に限る。）及び感染症法第六条第九項に規定する新感染症（全国的かつ急速なまん延の

おそれのあるものに限る。第十四条において単に「新感染症」という。）をいう。 

２ 業務継続計画の対象 

 本計画は、本庁舎及び出先機関において業務を執行している市長部局、教育委員会、議会事務

局、監査委員事務局、選挙管理委員会事務局、農業委員会事務局を対象とする。 

※消防本部、上下水道局、小・中学校は、本計画の対象外とする。 

３ 下松市新型インフルエンザ等対策行動計画との関係 

 業務継続計画は、下松市新型インフルエンザ等対策行動計画（以下、「行動計画」という。）

や国・県のインフルエンザ行動計画等に基づき、新型インフルエンザ等発生時の市の業務継続に

関する対応について整理したものである。 

４ 市の危機管理体制 

 行動計画に定める発生段階に応じた危機管理体制は、次のとおりである。 

発生段階 
危機管理体制 

国 県・市 

未発生期  

海外発生期 下松市新型インフルエンザ等対策推進会議 

国内発生早期 県内未発生期 

下松市新型インフルエンザ等対策本部 
国内感染期 

県内・市内発生早期 

市内感染期 

小康期  
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５ 発生段階別の対応方針 

発生段階 要 件 対応方針 

県内・市内発生早期 ・県内、市内において新型インフル

エンザ等の発生が確認されている

が、感染者が散発している状況 

○感染予防対策の実施 

・手洗い、うがいの励行、マスク

の着用、身体的距離の確保 

・備品の消毒、換気の徹底 

○管理施設の利用制限又は一部閉

鎖の検討 

○主催行事の中止又は延期の検討 

○業務継続計画の確認 

市
内
感
染
期 

①市内発生拡

大期 

 

・市内において新型インフルエンザ

等の発生が確認され、感染が拡大し

ている状況 

 

○感染防止対策の実施 

・全ての職員にマスク着用、消毒

液による手指消毒を義務化 

・備品の消毒、換気の徹底 

○感染者発生施設の消毒 

○管理施設の一部閉鎖又は閉鎖 

○主催行事の中止又は延期 

○業務継続計画体制への移行準備 

②庁内発生期 ・市内発生拡大期において、市職員

等の感染が確認された場合 

③庁内蔓延期 ・庁内発生期において、濃厚接触者

や看護等の必要な職員を含め、職員

の40％が何らかの理由で出勤でき

ない場合、又はある部署の職員全員

が濃厚接触者と特定され、所属全員

が自宅待機となるなど、それに類す

るような状況の場合 

 

○感染拡大防止対策の実施 

・全ての職員にマスク着用、消毒

液による手指消毒を義務化 

・感染者と接触する可能性がある

職員等、必要に応じてウイルス対

策用マスク防護服、保護めがね、

手袋の着用を義務化 

○主催行事の中止又は延期 

○管理施設の一部閉鎖又は閉鎖 

○業務継続計画体制へ移行 

・必要最低限の業務を除き、一時

的に中断 

※ 上記の取扱いを基本とし、要件に合致しない場合であっても、国からの要請等により、状況

に応じた対策を講ずることとする。 

６ 計画の発動と終結 

（１）計画の発動基準 

本計画の発動は、病原性の高低、感染力の強弱、市内及び庁内等での蔓延状況等を総合的に

判断し、新型インフルエンザ等対策本部長（以下、「本部長」という。）が決定する。 

（２）計画の終結 

  市内及び庁内等での蔓延状況などから総合的に判断し、感染のピークを越えたと判断される

場合は、本部長が計画の終結を宣言するとともに、庁内発生期、市内発生拡大期の措置へ縮小
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する。 

（３）計画の発動・終結の周知 

  本部長が本計画を発動又は終結した場合は、職員や関係機関に周知するとともに、市ホーム

ページ、報道等を通じて広く市民に周知する。 

 

７ 業務継続のための体制確保 

（１）庁内蔓延期における各課等の業務 

  各課等の業務について、各課等の長は、庁内蔓延期において所属の職員等のうち40%が登

庁不可能になることを想定し、以下の区分表のとおり業務を分類するとともに、必要職員を把

握する。 

  ★S、A以外の業務は、感染拡大の可能性が無くなるまで一時的に中断し、不特定多数の人 

を集めて行う行事等は中止又は延期する。 

  「優先業務区分表」 

区 分 内 容 

S 応急対策業務 新型インフルエンザ等の新たな感染症発生時において、新たに生じ

る業務。※通常時には実施しない業務 

＜例＞感染拡大防止業務（ワクチン接種等）、危機管理対応業務（対

策本部運営等）、各種支援事業、相談業務等 

A 継続業務 新型インフルエンザ等発生時に、平常時と同様に継続することが必

要な業務 

＜例＞各種システム維持、施設の維持管理、歳入・歳出業務、資格

や権利に関する業務、法で規定する業務等 

B 休止・中断すべき業務等 新型インフルエンザ等発生時に原則として休止・中断する業務 

＜例＞緊急性を要しない調査等、不特定多数の人が集まるような集

会・研修・イベント等 

C 利用を中止する施設 公共施設等の利用は、感染拡大の可能性がなくなるまで、一時的に

中止する。 

（２）人員の配置・応援体制 

以下のような場合において、S 応急対策業務、A 継続業務の実施に必要な人員が不足する

場合は、「課内→部内→部間」で調整し、応援体制を構築する。 

●庁内発生期において、濃厚接触者や看護等の必要な職員を含め、職員の40％が何らかの理

由で出勤できない場合 

●ある部署の職員全員が濃厚接触者と特定され、所属全員が自宅待機となる場合 

●その他、以上に類する状況の場合 
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８ 感染者等への対応 

以下の場合の対応は、（別図）対応フローのとおりとする。 

（１）職員又は職員の家族の感染が疑われる場合 

（２）職員の家族が感染者と判明した場合 

（３）感染者又は濃厚接触者と接触があった場合 

（４）感染者の家族が濃厚接触者と特定された場合 

※（別図）対応フローを原則とし、状況に応じて臨機応変に対応する。なお、対応フローを変

更（更新）した場合は、別途通知の上、最新のものに読み替えるものとする。 

 

９ 感染防止対策 

（１）個人で行う基本的な感染防止対策 

  ①出勤前の検温、発熱、咳などの風邪症状、息苦しさ、強いだるさがある時の出勤自粛 

  ②手洗い（手指消毒）、うがい、咳エチケット等の励行 

  ③マスクの着用 

  ④対人距離（約2m）の保持 

 

（２）職場における感染防止対策 

① 定期的な職場の清拭、消毒の実施 

  ② 定期的な換気の実施 

③ パーティション等の設置 

  ④ 職場内や会議等における３密（密閉・密集・密接）の防止 

   ○不急の会議等は避ける。 

   〇会議時間の短縮 

 

 

 



- 5 - 

 

 
（別 図） 
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部 課
平常時の

職員数

蔓延期の

職員数

必要

職員数
備考

企画財政部 企画政策課 7 4 3

財政課 5 3 3

契約監理課 5 3 3

税務課 27 16 10

44 26 19

総務部 総務課 9 5 7

防災危機管理課 4 2 4

情報統計課 6 3 4

久保出張所 4 2 2

花岡出張所 4 2 2

笠戸島出張所 3 1 1

米川出張所 2 1 1

32 16 21

地域政策部 地域政策課 5 3 3

地域交流課 6 3 3

11 6 6

生活環境部 市民課 10 6 6

保険年金課 12 7 8

環境推進課 14 8 7

生活安全課 5 3 2

41 24 23

健康福祉部 長寿社会課 24 14 14

福祉支援課 12 7 10

子育て支援課 9 5 7

健康増進課 16 9 13

人権推進課 4 2 2

中村総合福祉センター 2 1 2

67 38 48

経済部 産業振興課 3 1 4

農林水産課 12 7 5

15 8 9

建設部 土木課 18 10 10

住宅建築課 12 7 7

都市整備課 18 10 10

48 27 27

会計課 会計課 4 2 2

小　計

小　計

小　計

●各課等必要職員数一覧

小　計

小　計

小　計

小　計
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教育委員会 教育総務課 7 4 4

学校教育課 6 3 4

学校給食課 12 7 5

生涯学習振興課 6 3 3

図書館 5 3 4

下松中央公民館 6 3 3

久保公民館 - - - 出張所と兼務

末武公民館 2 1 2

花岡公民館 - - - 出張所と兼務

豊井公民館 1 0 1

笠戸公民館 0 0 1

深浦公民館 - - - 指定管理

笠戸島公民館 - - - 出張所と兼務

中村公民館 - - - 中村総合福祉センターと兼務

米川公民館 - - - 出張所と兼務

45 24 27

議会 議事総務課 4 2 2

監査委員 監査委員事務局 2 1 1

選挙管理委員会 選挙管理委員会事務局 2 1 1

農業委員会 農業委員会事務局 2 1 1

317 176 187

※特別職、部次長、消防本部、消防署、上下水道局、清掃センター、保育園は除く。

合　計

小　計

 


